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Annex A：表及び図表一覧 
 
 

 
表 

表２.A 四半期別GDP速報推計のタイミング（基準となる四半期終了日からの経過日

数） 

表２.B 住居及びその他の建物・構造物に対して異なる減価償却パターンを用いてい

る国の例 

表３.A 無形資本の分類 

表３.B CPIにおけるヘドニック品質調整の使用と導入日 

表４.A ONS及びその前身機関の重要な見直しの年表 

表４.B 「公式な数字はおおむね正確である」と回答した人の割合 

表４.C 指定解除されたONSの国家統計の一覧 

表４.D 1996年と2015年のONSと官公庁の統計官とエコノミスト 

表４.E 2014年の年次企業調査のサンプルサイズ、アンケートの種類別 

表４.F カナダとニュージーランドのVML、HMRCデータラボ、施設を利用したミク

ロデータアクセスの比較 

 
図表 

図表２.A 基準四半期の終了日以降の各GDP計測のためのデータの利用可用性 

図表２.B 速報値の公表から５か月後の四半期GDP成長率の改定幅、1994年第４四半期

から2013年第４四半期まで（パーセントポイント） 

図表２.C 速報値の公表から３年後の四半期GDP成長率の改定幅、1994年第４四半期か

ら2013年第４四半期まで（パーセントポイント） 

図表２.D 四半期GDP成長率に対する改定幅2008年～2012年 

図表２.E 名目粗付加価値に占める割合 

図表２.F 粗付加価値（GVA）及び標準産業分類（SIC）におけるサービス業の占める

割合 

図表２.G 金融システムの規模（対GDP比率） 

図表２.H 減価償却の関数形式の例 

図表３.A 世界のインターネットトラフィックの動向 
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図表３.B インターネットを利用した活動を行う人口の割合 

図表３.C インターネットの利用 

図表３.D 粗付加価値に占める情報通信の割合 

図表３.E 通信及びインターネット消費トラフィックの相対価格 

図表３.F 特定部門におけるインターネット活動及び経済活動：新聞及び雑誌 

図表３.G 特定部門におけるインターネット活動及び経済活動：通信サービス 

図表３.H 楽曲販売数と販売総額の比較 

図表３.I 旅行予約産業におけるデジタル崩壊 

図表３.J データストレージ容量の推移 

図表３.K Airbnbの時価総額と大手ホテルとの比較、2015年（10億ポンド） 

図表３.L 有形資本及び無形資本に対する英国の企業投資、1970年から2012年まで（調

整後GVAの%） 

図表３.M 2010年の企業投資（調整後GVAに占める割合） 

図表３.N 無形資産の拠出前後の労働生産性の成長、1995年から2006年まで 

図表３.O 英国の経常収支（名目GDP比） 

図表３.P 英国外に所在する、発明者とは別個に出願された親会社出願の割合（%） 

図表４.A 実質GDPに対するデフレーションされたONSの概算コア・リソース 

図表４.B 2015年国民経済計算のコアとなる表の作成に従事する人口別の職員数 

図表４.C 2015年国民経済計算のコアとなる表の作成に従事する職員の数 

図表４.D NSIに対する信頼度、回答者の割合（「知らない」を除く） 

図表４.E ONS拠点の人員数（2004年～2015年） 

図表４.F 国家年間平均賃金と比較した給与別職員数（ONS、カナダ統計局） 

図表４.G ５つの企業調査（2005年～2014年）における企業調査費用（2007－08年～

2014－15年）と回答率 

図表４.H 労働力調査の回答率と接触率、1993年～2015年 

図表４.I 家計支出調査の回答率（1969年～2010年） 

図表５.A 2015年11月の英国統計システムのガバナンスの体系 

図表５.B 平均的なユーザーと作成者の反応（%） 
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Annex B：略称文字 
 
 

 
ABI Annual Business Inquiry：旧・年次企業調査 

ABS Annual Business Survey：年次企業調査 

ACAS Annual Acquisitions and Disposals of Capital Assets Survey：固定資産

の取得と処分に関する年次調査 

ADRN Administrative Data Research Network：行政記録情報研究ネットワーク 

ARD Annual Respondents Database：年次回答者データベース 

BED Business Employment Dynamics：（米国）企業雇用動態調査 

BIS Department of Business, Innovation and Skills：ビジネス・イノベーシ

ョン・技能省 

BLS Bureau of Labor Statistics：（米国）労働統計局 

CBI Confederation of British Industry：英国産業連盟 

CDs Compact Discs：CD 

CIPFA Chartered Institute of Public Finance and Accountancy：勅許公共財務

会計協会 

CPI Consumer Prices Index：消費者物価指数 

CPIH Consumer Prices Index including Owner-Occupiers’ Housing Costs：持

家の住宅費用を含む消費者物価指数 

CSO Central Statistical Office：中央統計局 

DEL Departmental Expenditure Limit：省庁別歳出限度額 

ESA European Systems of Accounts：欧州勘定体系 

ESRC Economic and Social Research Council：経済社会研究会議 

EU European Union：欧州連合 

FCA Financial Conduct Authority：金融監督機構 

FISIM Financial Intermediation Services Indirectly Measured：間接的に計測

される金融仲介サービス 

FRED Federal Reserve Economic Database：（米国）連邦準備銀行経済データ

ベース 

FTE Full-time equivalent staff：フルタイム換算職員 

GBps Gigabytes per second：毎秒○ギガバイト 

GDP Gross Domestic Product：国内総生産 

GDP（E） Expenditure measure of GDP：GDPの支出測定  
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GDP（I） Income measure of GDP：GDPの所得測定 

GDP（O） Output measure of GDP：GDPの産出量測定 

GDS Government Digital Service：政府デジタルサービス 

GEP General Expenditure Policy：一般歳出方針 

GSS Government Statistical Service：政府統計サービス 

GVA Gross Value Added：粗付加価値 

HMRC HM Revenue and Customs：歳入関税庁 

HoP Heads of Profession：（英国統計システム(GSS)における）専門職グループ

の長 

HSL Health and Safety Laboratory：衛生安全研究所 

IDBR Inter-Departmental Business Register：省庁間ビジネスレジスター 

IEO Independent Evaluation Office：独立評価機関 

IREO Independent Regulation and Evaluation Office：独立規制・評価機関 

IPS International Passenger Survey：国際旅客調査 

ISO Information Sharing Order：情報共有令 

IT Information Technology：情報技術 

JOLTS Job Openings and Labor Turnover Survey：（米国）求人・労働移動調

査 

LCF Living Costs and Food Survey：生活費及び食品調査 

LEP Local Enterprise Partnership：地域産業パートナーシップ 

LFS Labour Force Survey：労働力調査 

MNE Multinational enterprise：多国籍企業 

NDP National Population Database：国家人口データベース 

NIESR National Institute of Economic and Social Research：国立経済社会研究所 

NSEG National Statisticians Executive Group：国家統計官エグゼクティブグループ 

NSI National Statistical Institute：国家統計機関 

NSQR National Statistics Quality Review：政府統計品質レビュー 

NUTS Nomenclature of Units for Territorial Statistics：地域統計分類単位 

OBR Office for Budget Responsibility：予算責任庁 

OECD Organisation for Economic Co-operation and Development：経済協力開発

機構 

ONS Office for National Statistics：（英国）国家統計局 

P2P Peer-to-Peer：ピア・トゥ・ピア 

PASC Public Administration Select Committee：行政特別委員会 
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PAYE Pay As You Earn：源泉課税、源泉徴収 

PC Portfolio Committee：ポートフォリオ委員会 

PIM Perpetual Inventory Method：継続記録法 

PPM Project and Programme Management：プロジェクト及びプログラムマ

ネジメント 

PRODCOM Products of the European Community：欧州共同体の産業生産物リスト 

QMI Quality and Methodology Information：品質及び方法論情報 

R&D Research and Development：研究開発 

RDC Research Data Centres：リサーチデータセンター 

RES Royal Economic Society：王立経済学会 

RPI Retail Prices Index：小売物価指数 

RQR Regular quality review：定期品質レビュー 

RSS Royal Statistical Society：王立統計学会 

SCS Senior Civil Service：上級公務員 

SIC Standard Industrial Classification：標準産業分類 

SNA System of National Accounts：国民経済計算体系 

SR Spending Review：歳出見直し 

SRSA 2007 Statistics and Registration Service Act：2007年統計登録サービス法 

TSC Treasury Select Committee：財務省特別委員会 

UK United Kingdom：英国 

UKCeMGA UK Centre for the Measurement of Government Activity：英国行政活

動測定センター 

UKSA UK Statistics Authority：英国統計院 

VAT Value Added Tax：付加価値税 

VICS Volume Index of Capital Services：資本サービス量指数 

VML Virtual Microdata Laboratory：バーチャルミクロデータ研究所 

VOA Valuation Office Agency：資産評価庁 

WTO World Trade Organisation：世界貿易機関 
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Annex C：利用規約 
 
 
 
 
C.1 生産性計画で発表されたように、英国統計院（UKSA）の議長の支援を得て、

英国経済統計の質、提供、ガバナンスの独立したレビューを実施するよう、財

務大臣は、Charles Bean教授に依頼した。 

C.2 レビューの参照条件は以下のとおりである。 

• 特に現代経済の測定という課題に関連して、英国の将来の統計ニーズを評

価する。 

• ONSが関連データや新たなデータサイエンス技術をどの程度活用している

かを含め、これらの統計を実施する際のONSの有効性を評価する。 

• 英国の国家統計の独立性を十分に保護しつつ、現在のガバナンスの枠組み

が世界レベルの経済統計の生産を最大にサポートしているかどうかを検討

する。 

• このレビューでは、2016年予算までに最終報告書を公表した上で、秋に財

務大臣と内閣府大臣に暫定的な勧告を行う予定。 
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Annex D：根拠に基づく情報提供の照会

（Call for Evidence） 
 
 
 
 
レビューの範囲 

D.1 この経済統計のレビューは、利用規約に沿って、英国の将来の統計ニーズ、そ

れらの統計を提供するためのONSの能力及びそれらの統計の作成を支援するた

めの最も適切なガバナンスの枠組みを評価する。 

D.2 ONSはUKSAの執行機関であり、公共の利益に資する公的統計の作成と公表を

促進し、保護することを法的な目的とする独立機関である。英国では他の公的

機関も統計を作成しているが、レビューでは主に経済統計の主要な情報源であ

るONSに焦点を当てる。 

D.3 現代経済のニーズを評価する際、レビューでは、経済的意思決定に情報を提供

するために使用される統計に注目する。これには、国民経済計算から労働市場

統計、家計支出データに至るまでのONSの出版物や、インプットとして使用さ

れている公的部門と民間部門のデータソースが含まれる。レビューはまた、こ

の範囲内での潜在的なギャップを検討する。経済的意思決定に関係のない統計

はレビューの対象外となる。現代経済を測定するために必要な統計を理解する

ために、レビューは経済データのユーザーからの証拠を求めている。 

D.4 本レビューは、特定の分野の統計に関する他の数多くのレビュー、直近では国

民経済計算と国際収支の国家統計品質のレビュー、英国消費者物価統計のレビ

ューに続くものである。本レビューでは、これらの先行研究を慎重に検討し、

英国の将来の統計のニーズとそれを満たすための最善の方法を見極めるため

に、それらの研究結果を基にしたものにしようとしている。レビューはまた、

当局自身の評価作業にも留意する。 

D.5 レビュアーは、2016年予算までに最終報告書を公表し、秋には財務大臣と内閣

府大臣に暫定的な勧告を行うよう求められている。 
 
 
根拠に基づく情報提供の照会に関する質問 

D.6 根拠に基づく情報提供の照会に関する主な質問は、ユーザーを支援し、適切に

焦点を絞った回答を作成するための背景情報とともに、以下に概説されてい

る。全ての質問に対して回答を求めているが、特定の質問について発言すべき

ことがあまりないと感じた場合には、部分的な回答も歓迎する。 
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D.7 レビューの参照条件の最初の部分は、特に現代経済の測定の課題に関連して、

英国の将来の統計のニーズを評価することである。 

D.8 現代経済の測定には多くの困難があり、全ての国家統計局にとって重要な課題

となっている。これらは、絶えず進化し続ける経済の包括的な測定に関連した

特定の問題から、例えば、質の向上を通じた技術的変化の恩恵を捉えることに

関連した問題から、より完全な資金循環データやより詳細な地域統計など、よ

り粒度の高い情報の提供に関連したより広範な問題まで多岐にわたる。以下の

質問では、これらの課題の性質と適切な将来の優先事項に関する回答者の見解

を求めている。 

1. あなたの見解では、現代経済を測定する上で最も重要な課題は何ですか？ 

2. 現在の英国の経済統計では、現代経済の特徴が十分に捉えられていないと

思うことはありますか？ 

3. 現代経済を測定するための統計上の最優先事項は何だと思いますか？ 

D.9 レビューの参照条件の第二部では、ONSが関連データや新たなデータサイエン
ス技術をどの程度活用しているかなど、統計の実施におけるONSの有効性を評
価することになっている。 

D.10 ONSは、英国の経済統計の主要な情報源である。英国の将来の統計ニーズを満

たすためには、ONSがタイムリーで正確かつ品質の高いデータを公表する能力

を確保することが必要である。この能力は、データ収集、分析、普及の方法を

改善することで向上する可能性がある。そのためには、新しい情報源を利用し

て、それらのデータ源を収集・活用するための新しい技術や手法を採用するこ

とが必要になるかもしれない。他国や他のデータ・プロバイダーの経験は、参

考になる例を提供してくれる可能性がある。ビッグデータの潜在的な利用の一

例として、ONSによるオンライン価格データのサンプルを収集するための「ウ

ェブスクレイピング」の最近の試みがある。以下の質問では、ONSがタイムリ

ーで正確かつ質の高い統計を提供するための体制が整っているかどうかについ

て、回答者の意見を求めている。 

4. 既存の経済統計を提供するためのONSの現在の能力の長所と短所は何です

か？ 

5. 今後の統計ニーズを満たすために、関連するデータを収集、分析、普及さ

せる能力を持つために、ONSにはどのようなステップが必要だと思います

か？ 

6. ONSが将来の統計ニーズを満たすために、新しいデータサイエンス技術を

活用する余地はありますか？ 
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D.11 レビューの参照条件の第３部では、英国の国家統計の独立性を十分に保護しつ

つ、現在のガバナンスの枠組みが世界的にみても一流の経済統計の作成を最も
よくサポートしているかどうかを検討することを目的としている。 

D.12 秋に発表される暫定的な勧告については、レビューの当面の優先事項は、現代

経済に必要な統計と、それらの統計を開発するためのONSの能力を評価するこ

とである。レビューはその後、それらの統計の開発を支援し、経済統計の将来

のニーズを確実に満たすためには、どのようなガバナンスの取り決めが最も適

切であるかを検討する。 

D.13 2007年統計登録サービス法は、UKSAを政府から独立した機関として設立し、閣

僚ではない省庁として政府から独立して運営され、議会に直接説明責任を負う

ことを定めた。内閣府大臣は、UKSAに関連した政府の潜在的責任（residual 
responsibilities）を引き受ける。統計の法的独立性の保護については、レビュ

ーの参照条件に規定されている。 

7. 経済統計の現在のガバナンスの取り決めは、経済統計の効果的な作成をサ

ポートしていると思いますか。 

8. あなたが提唱するこれらの取り決めに変更はありますか？ 

D.14 レビューがあなたの回答を最大限に活用できるようにするために、回答者は以

下に説明する形式で回答するよう求められている。特に、回答者は、回答の分

析を最も有用なものにするために、経済データの利用状況を記述するよう求め

られている。 
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根拠に基づく情報提供の照会に対する回答のグラフ

ィック描写 
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Annex E：根拠に基づく情報提供の

照会への回答者 
 
 
 
 
組織・機構 

Bank of England（イングランド銀行） 

BMLL Technologies Ltd.（BMLLテクノロジー） 

British Chambers of Commerce （英国商業会議所） 

British Film Institute（英国映画協会） 

Chartered Institute of Personnel and Development （イギリス人事教育協会 ） 

Confederation of British Industry（英国産業連盟） 

Crafts Council（クラフト・カウンシル） 

Datawatch（Datawatch社） 

Department for Business, Innovation and Skills （ビジネス・イノベーション・技能

省） 

Department for Communities and Local Government（地域社会・地方政府省） 

Department for Culture, Media and Sport （デジタル・文化・メディア・スポーツ

省） 

Department for Environment, Food and Rural Affairs（環境・食糧・農村地域省） 

Design Council（デザイン・カウンシル） 

Eurostat（欧州連合統計局） 

Exporting Education UK  

Food Standards Agency（食品基準庁） 

Full Fact（フル・ファクト） 

GFC Economics（GFCエコノミクス） 

Greater London Authority （グレーター・ロンドン・オーソリティー） 

HM Treasury（財務省） 

House of Commons Library（下院図書館） 

Huxtable Associates, Mineral Industry Services（Huxtable アソシエーツ、鉱物産業サービス） 

Institute for Chartered Accountants in England and Wales（英国勅許会計士） 
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Kent County Council （ケント郡評議会） 

Kern Consulting（Kernコンサルタント） 

Manufacturing Technologies Association （製造技術協会） 

NESTA（科学技術芸術国家基金） 

New Economics Foundation（ニュー・エコノミクス財団） 

New Economy（New Economy社） 

Northern Ireland Statistics and Research Agency （北アイルランド統計調査庁） 

Notayesmanseconomics 

Office for Budget Responsibility（予算責任庁） 

Oxford Economics（Oxford Economics社） 

Royal Economic Society（王立経済学会） 

Royal Statistical Society （王立統計学会） 

Scienceogram 

Scottish Enterprise （スコットランド開発公社） 

Scottish Government（スコットランド政府） 

SP Energy Networks （スコティッシュ・パワー・エナジー・ネットワーク） 

Spilsbury Research（Spilsbury リサーチ） 

Spotify Ltd.（Spotify社） 

Trades Union Congress （労働組合会議） 

UK Music（UK Music社） 

VisitBritain（英国政府観光庁 ） 

Welsh Government（ウェールズ政府） 
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